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r8物価_2_1 朱色変色

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 13 基金事業数

最終事業NO 15

（単位：千円）

前回から記載内容に変更
があった事業数 9

"うち交付対象経費のみの変
更"を除いた変更事業数 9

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

国のR8補正予算分
（交付限度額②）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  494,450  494,450  451,450  43,000 - 

国のR7補正において、食料品の物価高騰に対する
特別加算の配分を受けていない市区町村は、

食料品の特別加算に関する事業をNO1に入力してください。
複数の事業がある場合は、NO2以降に記載してください。

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○
国の示す推奨メニュー③に該当しており、本市におい
ても給食費の食材高騰を受け給食費の値上げを行う
なかで、値上げ分について当交付金を充当する。

○ 学校給食支援事業（臨時措置）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 72,516  72,516  72,516

①電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響により想定される給食材料費
等の値上げに対し、値上げ幅に係る金額について、小中学校等の教育
施設に対して助成を行うことにより、子育て世帯（教職員等を除く）の負担
軽減を図る。
②給食費補助（給食費：令和4年度と令和8年度の差額により算出）
③給食費支援費72,516,000円（小学校　28,523,000円：食材費補助
331,557,600円（330円×5,288人×190回）+アレルギー弁当持参補助
627,000円（5,700円×10人×11か月）-給食費負担軽減交付金
303,661,600円）
・中学校　43,992,000円　（80円×3,055人×180回）
④児童・生徒の保護者（教職員等を除く）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 給食費の値上げ実施施設0 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
国の示す推奨メニュー③に該当しており、本市におい
ても給食費の食材高騰を受け給食費の値上げを行う
なかで、値上げ分について当交付金を充当する。

○ 保育所等給食支援事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○ ③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 15,956  15,956  15,956

①電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響により想定される給食材料費
等の値上げに対し、値上げ幅に係る金額について、教育・保育施設に対
して助成を行うことにより、子育て世帯（教職員等を除く）の負担軽減を図
る。
②賄材料費及び負担金（令和4年度と令和8年度の差額により算出）
③賄材料費3,052,800円　（424人×600円×12月）、給食支援事業負担金
12,902,400円（私立保育所園児1,792人×600円×12月
④私立幼稚園等事業者、園児の保護者（教職員等を除く）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 給食費の値上げ実施施設0 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 保育所・幼稚園・認定こ
ども園等

R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑩に該当しており、物価高騰に
よるタクシー運賃の値上げにより委託料の増額に伴う
利用料の値上げを抑制するため当負担金を充当す
る。

○ デマンドタクシー物価高騰対応事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑩地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支

援
 1,404  1,404  1,404

①令和７年１２月からの市内タクシー運賃の値上がりにともない、市内に
おいて自家用車を持たない市民等の交通手段確保のため実施している
デマンドタクシー運行事業（委託事業）も事業費（委託料）を増額する。令
和8年6月から利用料金の引き上げを実施する予定としており、令和8年4
月、5月分の増額分を市が負担することにより、デマンドタクシー利用者
の負担軽減を図る。
②運行委託料
③運行委託料1,404千円（4,400円-3,660円）×1,898回（2か月分）
④デマンドタクシー実施事業者、利用市民

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R8.6 デマンドタクシー利用者を減少させないこと。
（登録者数3,600人の維持）

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○
国の示す推奨メニュー③に該当しており、物価高が続
く中、特に影響の大きい子育て世帯の負担軽減を図る
ため、高校生の医療費の無償化を行う。

○ 市単独高校生等医療費助成事業（臨時措置）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 57,000  57,000  57,000

①物価高が続く中、特に影響の大きい子育て世帯の負担軽減を図るた
め、市独自の負担により、高校生世代の子ども医療費助成を引き続き実
施することにより、子育て世帯の生活を支援する。
②③
高校生等の保険診療における自己負担分について助成
助成医療費　90,000千円（令和8年度の見込額）のうち、57,000千円（残
33,000千円は5市単独高校生等医療費助成事業（臨時対応）で対応）
④高校生等を世帯に含む子育て世帯

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象者への医療費助成100％ 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑪に該当しており、電力代等の
価格高騰により、光熱費等の維持管理費が増大して
いる公共施設（直接住民の用に供する施設）の光熱費
に当交付金を活用することにより、安定的な施設運
営、行政サービスの継続提供を図る。

○
住民利用施設における光熱水費（高騰相当分）への
交付金活用事業（臨時措置）

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断

する地方単独事業

当該事業は、直接住民の用に供する施設の安定的な
施設運営、行政サービスの継続提供に資する事業で
あり、推奨メニューと同等に交付金の趣旨に沿った効
果の高い事業である。

 89,960  89,960  89,960

①長引く電力代等の価格高騰により、光熱費等の維持管理費が増大し
ている公共施設（直接住民の用に供する施設）の光熱費（高騰相当分）
に重点交付金を活用することにより、安定的な施設運営、行政サービス
の継続提供を図る。
②光熱費（高騰相当分・令和３年度と令和７年度を比較した高騰分）に交
付金を充当
③令和8年度分の光熱費（高騰相当分）89,960千円（保育所11施設2,513
千円、公民館18施設4,138千円、小学校16施設4,799千円、中学校11施
設8,399千円、総合福祉センター1施設1,227千円、文化施設1施設5,012
千円、体育施設8施設8,074千円、公園施設2施設4,890千円、女性総合セ
ンター1施設1,365千円、総合文化施設1施設2,197千円、マイントピア別
子1施設5,376千円、市営養護老人ホーム（慈光園）1施設3,520千円、観
光施設（ゆらぎの森）1施設916千円、児童センターなど5施設755千円、高
齢者福祉センター3施設516千円、急患センター105千円、渡海船3,334千
円、斎場443千円、清掃センター32,381千円
④保育所、公民館、図書館、小・中学校等（84施設）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 当該施設の運営継続84施設 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○
国の示す推奨メニュー⑩に該当しており、エネルギー
価格高騰による地域公共交通事業者の負担を軽減し
て、地域に不可欠な交通手段の確保を図る。

○ バス・タクシー乗務員人材確保支援事業（臨時措置）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応 ○
⑩地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支

援
 2,000  2,000  2,000

①エネルギー価格高騰が続く中、地域公共交通事業者にかかる負担も
大きくなっており経営を圧迫している。また、併せて人材不足が深刻的な
状況となっており、その確保が急務となっていることから、従業員の二種
免許取得費用を事業者が負担した場合に補助を行い、乗務員人材の確
保を支援を行うことで事業者の負担を減らすとともに、地域に不可欠な交
通手段の確保を図る。
②免許取得費用
③二種免許取得費用2,000,000円（大型免許250,000円×2名+普通免許
150,000円×10名）
④バス及びタクシー事業者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
バス運転手2名、タクシー運転手10名の新規
雇用確保 明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8当初（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー②に該当しており、食材高騰の
値上げを行うなかで、敬老会開催への交付金につい
て食事代などの値上げ分について当交付金を充当す
る。

○ 敬老会支援事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○ ②物価高騰に伴う低所得
者世帯・高齢者世帯支援

 1,950  1,950  1,950

①物価高が続く中、敬老会開催での食事代等費用の値上げに対して、
値上げ幅に係る金額について助成を行うことにより、自治会等の敬老会
開催にかかる負担軽減を図る。
②敬老会開催事業交付金
③敬老会開催事業交付金1,950,000円（3,900人×（1,500円ー1,000円））
④校区連合自治会

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.9 R8.10 物価高騰による敬老会開催を取りやめる自
治会0

明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑩に該当しており、エネルギー
価格高騰により経営に係る負担が増すバス事業者を
支援することで、市民生活に不可欠な地域の路線を維
持する。

○ 生活路線維持運行対策支援事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑩地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支

援
 13,781  13,781  13,781

①市民生活に不可欠な地域の路線を維持するため、社会情勢の変化に
よる燃料費高騰の影響を受ける路線バス事業者にに対して事業にかか
る損失に対する補助を行うことで、生活路線の維持を図る。
②運行経費補助
③バス事業者の事業損失の試算等に基づく13,781,000円
④バス事業者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 廃止路線0 明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8当初（地）

10  -  -

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑪に該当しており、電力代等の
価格高騰により、光熱費等の維持管理費が増大して
いる上下水道局給排水動力施設の光熱費に当交付
金を活用することにより、安定的な施設運営、利用者
負担の軽減を図る。

○
上下水道局給排水動力費支援事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応 ○
⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断

する地方単独事業

当該事業により、エネルギー価格の高騰による動力施
設の電気代高騰分を上下水道利用者への使用料転
嫁を抑えることで利用者の負担軽減が図られるため、
推奨メニューと同等に交付金の趣旨に沿った効果の
高い事業である。

 77,261  77,261  77,261

①エネルギー価格高騰により動力費に係る負担について、令和3年度と
比較して令和8年度の動力費の増加予想分を公営企業会計への繰出し
として支援し、将来の上下水道料金等への転嫁の幅を抑えることで利用
者負担の軽減を図る。
②上下水道会計へ繰出金
③動力費の増加分　77,261千円
水道事業　計43,661千円
・送水場（6施設）動力費の（令和8年度電力消費量見込202,325千円-令
和3年度電力消費量158,664千円）

公共下水道事業　計33,600千円
　・　ポンプ場（37施設）動力費の増加分　6,848千円（令和8年度電力消
費量見込
32,004千円-令和3年度電力消費量25,156千円）
　・　下水処理場動力費の増加分　26,752千円（令和8年度電力消費量見
込
117,391千円-令和3年度電力消費量90,639千円）
④送水場、ポンプ場、下水処理場（計44施設）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 電気使用料金高騰分100%充当 明記済み（HP) ホームページ等 対象分野に関連しない R8当初（地）

12 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー④に該当しており、依然として
食料品等の物価高騰が続くなか、学費や生活費等で
負担を抱える学生を対象に、食料品を中心とした市の
特産品を送付することで、学生や保護者の経済的負
担を軽減を図る。

○ 大学生等生活支援事業（臨時措置） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○ ④消費下支え等を通じた
生活者支援

 1,098  1,098  1,098

①依然として食料品等の物価高騰が続くなか、学費や生活費等で負担を
抱える学生を対象に、食料品を中心とした市の特産品を送付することで、
学生や保護者の経済的負担を軽減する。
②大学生等への食料品の支援
③1,097,800円（特産品詰め合わせ200セット×4,000円送料込み、事務費
297,800円）
④今年度大学等に進学した学生

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 事業に対する満足度80％以上
（アンケート調査により把握）

明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8当初（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑪に該当しており物価高騰の影
響を受け電気料金が高騰するなか、地域住民の多様
な活動の場である体育施設の照明を蛍光灯からLED
化することにより、省エネ及び維持管理コスト低減をは
かり、利用者への価格転嫁による負担増を防ぐととも
に、開館日数を減らすことなく、市民が快適に利用でき
る環境を維持する。

○ 体育施設照明設備改修事業（臨時措置）
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応 ○
⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断

する地方単独事業

当該事業により、エネルギー価格の高騰による照明設
備をLED照明に改修することで、省エネ及び維持管理
コスト低減をはかり、利用者への価格転嫁による負担
軽減を図ることができるため、推奨メニューと同等に交
付金の趣旨に沿った効果の高い事業である。

 118,524  118,524  118,524

①物価高騰の影響を受け電気料金が高騰するなか、地域住民の多様な
活動の場である体育館の照明を蛍光灯からLED化することにより、省エ
ネ及び維持管理コスト低減をはかり、利用者への価格転嫁による負担増
を防ぐとともに、開館日数を減らすことなく、市民が快適に利用できる環
境を維持する。
②③LED改修工事費　118,524,000円
山根グラウンド　63,727,000円
山根公園テニスコート37,450,000円
多喜浜体育館　17,347,000円
④体育施設（３施設）

－ － － － R8.9 議決 R8.9 R8.9 R9.3 物価高騰による開館日数削減0 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8補正（地）

14 R8_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー③に該当しており、物価高が続
く中、特に影響の大きい子育て世帯の負担が増大して
いる中で、0歳から高校4年生までの児童手当支給対
象児童を扶養する父母等の支援を図る。

○ 市単独高校生等医療費助成事業（臨時対応） 中東情勢対応 ○
③物価高騰に伴う子育て

世帯支援  33,000  33,000  33,000

①物価高が続く中、特に影響の大きい子育て世帯の負担軽減を図るた
め、市独自の負担により、高校生世代の子ども医療費助成を引き続き実
施することにより、子育て世帯の生活を支援する。
②③
高校生等の保険診療における自己負担分について助成
助成医療費　90,000千円（令和8年度の見込額）のうち、33,000,000円（残
57,000千円は5市単独高校生等医療費助成事業（臨時措置）で対応）
④高校生等を世帯に含む子育て世帯

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 対象者への医療費助成100％ 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8当初（地）

15 R8_補正 推奨事業 ○ ○

国の示す推奨メニュー⑪に該当しており物価高騰の影
響を受け電気料金が高騰するなか、地域住民の多様
な活動の場である学校開放体育館の照明を蛍光灯か
らLED化することにより、省エネ及び維持管理コスト低
減をはかり、利用者への価格転嫁による負担増を防ぐ
とともに、児童の

○ 学校開放体育館照明設備改修事業（臨時措置） 中東情勢対応 ○
⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断

する地方単独事業

当該事業により、エネルギー価格の高騰による照明設
備をLED照明に改修することで、省エネ及び維持管理
コスト低減をはかり、利用者への価格転嫁による負担
軽減を図ることができるため、推奨メニューと同等に交
付金の趣旨に沿った効果の高い事業である。

 10,000  10,000  10,000

①物価高騰の影響を受け電気料金が高騰するなか、地域住民の多様な
活動の場である学校開放対象体育館の照明を蛍光灯からLED化するこ
とにより、省エネ及び維持管理コスト低減をはかり、利用者への価格転嫁
による負担増を防ぐとともに、開館日数を減らすことなく、市民が快適に
利用できる環境を維持する。
②③LED改修工事費10,000,000円
新居浜北中学校体育館10,000,000円
④体育館（１施設）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.7 R9.3 物価高騰による学校解放日数削減0 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8当初（地）

16  -  -

                                                                                            -

今回配分予定額
国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     41,675

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②　（令和８年６月５日通知分）

配分予定額計
国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     41,675

小計　交付限度額（R8補正予算分） 41,675                                                                            

41,675                                                                            

                                                                                   384,524 移管先  交付限度額計総務省

自治体利用欄

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各省
庁の通知の発出状況に
定義されている対象分

野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

自治体での予
算区分

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

企画部総合政策課担当部局課名

38205

【38_愛媛県】

38205_愛媛県新居浜市

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                             -（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限
度額を上限として参考表記

                                                                                            -

0897-65-1210

エラー（既配分
額記載不備）

エラー（担当
者・連絡先記載

不備）

-                                                                                   

384,524                                                                          

384,524                                                                          

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度 事業終期基金
個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業

予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。 予算化の

方法

Ｂ ※参考

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

メールアドレス m12582@city.niihama.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

曽我部　雅章

                                                     451,450

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

交付対象経費(地方単独事業費)
（R８補正予算分）

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額②
にかかる交付対象経費

                                                                            43,000
令和8年度既配分額

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②

配分予定額計

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                   384,524

                                                                                            -

                                                                                            -

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

                                                                                   384,524

                                                                                            -

エラー（自治体
名記載不備）

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

384,524                                                                          

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

事業始期 国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記


